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2-2-3　第 2期　1964 年―1972 年　市場拡大期、資源確保型進出期
　終戦から 19年を経た 1964年はさまざま点からみて、日本にとっての大きな転換の年であった。国際















































2-2-5　第 4期　1986 年―1991 年　円高と海外市場拡大の直接投資期
　1985年 9月プラザ合意以後の急激な円高が進行した。円の対ドルレートは、プラザ合意直前の 1ド



























2-2-6　第 5期　1992 年―2000 年　国内需要の低迷による海外市場再開拓期












































































































































































第 1回　2018. 11. 21（水）
 魚住和宏 経済学部非常勤講師
 「ラオス経済の現状と課題」―ラオス農業の可能性に関する一考察―
第 2回　2019. 1. 30（水）
 石原伸志 神奈川大学経済学部非常勤講師
 「東京港の現状とオリンピックへの影響」
第 3回　2019. 1. 30（水）
 合田 浩之 東海大学海洋学部特任教授
 邦船 3社（Ocean Network Express）は何故合併する必要があったのか
第 4回　2019. 5. 17（水）
 柴田淳志 武蔵大学非常勤講師
 「PCビジネスのロジと SCM」
第 5回　2019. 7. 31（水）
 秋山憲治 神奈川大学アジア研究センター客員教授
 「一帯一路構想の進展プロセスを考える」









第 8回　2020. 1. 22日（水）
 孔令建 常州機電職業技術学院専任教師
 「中国におけるネット通信販売の変遷と展望」
 （たなか　のりひと　所員　神奈川大学経営学部教授）
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